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平成１８年１０月２７日判決言渡

平成１６年 第８４２１号 損害賠償請求事件( )ワ

判 決

主 文

１ 原告の請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告は、原告に対し、２億１０１９万１１８８円及びこれに対する平成６年

６月３０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

事案の要旨１

原告は、平成５年１２月２４日、意図しないで口元がゆがむようになり、顔

面に麻痺が出る症状を自覚したことから、Ｙ大学附属Ａ病院を受診し、顔面神

経麻痺と診断され、ステロイドの点滴治療がされることとなった。ところが、

原告に構語障害、歩行障害及び右下肢の運動障害が現れたことから、脳梗塞な

どが疑われ、同病院に入院することとなり、放射線治療や検査が行われたが、

最終的には平成６年２月下旬になって、多発性硬化症であると診断された。原

告の多発性硬化症はその後寛解し、同年４月に退院したが、再発し、左手足と

目の視界半分を除いて生活機能が全て失われた状態となっている。

このことについて、原告は、原告が上記の状態に至ったのは、同病院の担当

医師が原告に対して多発性硬化症との診断を下す時期が遅延した過失や、ステ

ロイド剤の投与量を誤った過失、原告に多発性硬化症が再発した際の治療が不

適切であった過失によるものであるとして、上記病院を設置経営する被告に対
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し、診療契約上の債務不履行又は不法行為に基づき、損害賠償及びこれに対す

る障害固定日である平成６年６月３０日から支払済みまで民法所定の年５分の

割合による遅延損害金の支払を求めた。

２ （認定の根拠となった証拠等を（）内に示す。直前に示した前提となる事実

証拠のページ番号を〔〕内に示す ）。

1 当事者( )

ア 原告は、昭和５０年３月１６日生まれの女性であり、千葉家庭裁判所松

戸支部が平成１７年１１月２１日付けでした後見開始及び成年後見人選任

の審判により、原告の実父であるＢ（以下「Ｂ」という ）が同女の成年。

後見人となった（争いのない事実、記録上明らかな事実 。）

イ 被告は、Ｙ大学附属Ａ病院（以下「被告病院」という ）を設置経営す。

る学校法人である（弁論の全趣旨 。）

2 被告病院における診療経過の概略（争いのない事実、乙Ａ１～３）( )

ア 原告は、平成５年１２月２４日、その二、三日前から意図しないで口元

がゆがむようになり、顔面に麻痺が出る症状を自覚したことから、被告病

院耳鼻咽喉科を受診した。原告の診察を担当した医師は、原告は顔面神経

麻痺であると診断し、原告に対し、同日から同月２８日まで５日間のステ

ロイド漸減療法（ステロイドの点滴治療）が必要なので通院をするよう指

示し、その指示どおり点滴治療が開始された （争いのない事実、乙Ａ１。

の１〔７ ）〕

イ 原告は、翌２５日夜から構語障害、歩行障害及び右下肢の運動障害が現

れたことから、そのことを翌２６日に被告病院耳鼻科休日当番医に対して

訴えた。同医師は、その訴えを聞き、原告を診察した後、専門医の診察を

受けさせる必要を感じ、同病院脳神経外科当直医に診察を依頼した。同病

院脳神経外科では、原告について頭部 検査等が行われた結果、脳血管CT

障害（脳梗塞）を疑い、かつ、脳腫瘍であることも考慮し、原告を脳神経
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外科に転科させた上、被告病院に入院させた （争いのない事実、乙Ａ１。

の１〔９、１０ 、Ａ１の２、Ａ２〔１ ）〕 〕

ウ 平成６年１月１３日、原告の脳組織が摘出され、被告病院で病理組織検

査が行われた。その結果、上記組織が「脳腫瘍 「神経膠腫」であると判」

断された （争いのない事実、乙Ａ２〔４８、４９ ）。 〕

その後、同年２月４日まで約２３日間にわたって放射線治療などによる

治療がされたが、原告について多発性硬化症が疑われたため、原告は被告

病院脳神経内科へ転科（兼科）となった （争いのない事実）。

エ 同科のＦ医師は、原告を視診をはじめとする検査を行い、同月２３日に

は原告が多発性硬化症であると臨床的に診断した。Ｆ医師は、原告に、ス

テロイドを大量に投与したところ、原告の身体状態は改善し、右片麻痺が

残存するものの、独歩可能となった （争いのない事実、乙Ａ１の３。

〔３ 、Ａ２〔３０～３３ ）〕 〕

オ その後、原告は、同年４月２日にある程度回復して通院加療が可能とな

ったと判断され、一度被告病院を退院し、治療及びリハビリのために通院

することとなった （争いのない事実）。

ところが、同年６月中旬になって、原告に多発性硬化症が再発し、再度

入院することとなった。その後、約２か月間にわたり、原告に対してステ

ロイドの大量投与がされたが、原告は再発を繰り返し、一時は危篤状態に

なった。他方、原告の麻痺は急激に進行し、爾後、左手足と目の視界半分

を除いて生活機能が全て失われた状態となっており、右手足不全であるた

めに独力でものを食べることができず、言葉を発することも、ものを十分

に見ることもできないまま、現在に至っている （争いのない事実）。

争点３

1 多発性硬化症の診断が遅延した過失の有無( )

2 ステロイド剤の減量により多発性硬化症の再発を招いた過失の有無( )



4

3 多発性硬化症再発の際に適切な治療を行わなかった過失の有無( )

4 過失行為と権利侵害結果発生との間の因果関係の有無（判断する必要がな( )

かった争点）

5 損害額（判断する必要がなかった争点）( )

争点についての当事者の主張４

1 争点 1 （多発性硬化症の診断が遅延した過失の有無）について( ) ( )

（原告の主張）

ア 多発性硬化症のうち、日本人に多い視神経脊髄型といわれる病型で、視

力低下と脊髄障害による運動や感覚の異常がほぼ同時期に出現した場合は、

初回の病状出現の際に多発性硬化症であるとほぼ診断可能であり、日本人

では、視力障害、四肢の運動麻痺、感覚障害などが初発症状として多いと

ころ、原告には平成５年１２月２４日ころ（初診時）から同月２６日（入

院時）において顔面に麻痺が生じ、その直後に手足の麻痺が生じており、

構語障害があるほか、眼振もあり、顔面に麻痺がある以上は視力にも問題

が生じていた。

MRIイ したがって、担当医師は、原告について多発性硬化症をも疑い、

検査や 検査を施行し、そこで多発性硬化症がさらに疑われれば脳脊髄CT

液検査を行って、γグロブリン増加率などの特徴的所見を求めるべきであ

った。

ウ しかしながら、担当医師は、原告について画像検査を行ったものの、平

成６年２月に至るまで脳脊髄液検査を行わなかった。なお、被告病院にお

いては脳組織の生検を行っているが、脳組織の生検では得られる情報が少

ないから、有効な検査を行ったものとはいえない。

（被告の主張）

ア 原告には、平成５年１２月２４日ないし平成６年１月１４日までに手足

の麻痺、言語障害などの症状が発生しているが、原告の主張する期間には



5

眼振も視力低下も認められていなかった。仮に眼振が認められたとしても、

眼振の有無は、病変部位の診断上意義を有するが、多発性硬化症の診断と

は無関係である。

原告に認められた症状からしても、初回の発作であることと画像所見か

らすれば、これを以て多発性硬化症と診断することには無理があり、担当

医師が進行性脳梗塞又は神経膠腫と判断することは妥当であった。すなわ

ち、脳血管障害や脳腫瘍との鑑別が困難な多発性硬化症の症例は数多く報

告されているところ、原告の場合も、多発性硬化症が一般的には病変が多

発性で白質にあるのに、 検査結果及び 検査結果の画像からは、病CT MRI

変が多発性ではなく単発で、しかも白質にはなく、大脳基底核に限局して

いたため、脳腫瘍や血管障害との鑑別が困難であった。

また、原告には、中枢神経の複数箇所の病変の症状が時間的に２回以上

にわたって繰返し発現した病歴もないので、原告について多発性硬化症で

あると疑うことはできなかった。

イ さらに、脳脊髄液検査は、原告が主張する期間内には、有効性に疑問が

あったため、施行していない。脳腫瘍などの疾患で頭蓋内圧が高い時には、

腰椎穿刺による髄液採取は禁忌とされている。髄液検査を目的として安易

な腰椎穿刺は脳ヘルニアなどの原因となり、致死的な合併症の発症につな

がり得る。被告担当医師は、それらの点も考えて鑑別診断を進めていたの

であり、原告の主張には理由がない。また、被告病院では、多発性硬化症

が原告について疑われた時点で髄液検査を行っているが、その結果、多発

性硬化症を強く示唆する所見は認められなかった。

2 争点 2 （ステロイド剤の減量により多発性硬化症の再発を招いた過失の有( ) ( )

無）について

（原告の主張）

ア 多発性硬化症は、いったん症状が改善しても再発を繰り返し、脱髄した
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部位が複数箇所に出現するという特徴を有するから、いったん寛解しても

再発可能性がないわけではない。しかし、多発性硬化症が寛解すると一般

的には症状が消えるが、三、四回と再発を繰り返すと後遺症が残るように

なるし、その場合には再発時の治療の適否によって後遺症の程度が異なる

ものである。

イ したがって、担当医師としては、多発性硬化症を疑った場合には、速や

かに治療を開始し、自らが専門外の場合には脳神経内科の専門医に転医さ

せるべきである。

ウ しかしながら、担当医師は、平成６年２月４日以降は、原告について多

発性硬化症ではないかとの疑いを強く持ったにもかかわらず、原告につい

て治療を開始することも、脳神経内科の医師に転医させることもなく、漫

然と自らが治療を継続し、しかも原告の症状を過小評価して早期にステロ

イド剤を減量し、同年６月１６日に原告の多発性硬化症の再発を招いた。

（被告の主張）

ステロイドの投与については、平成６年２月４日の治療に関しては、神経

内科医と連絡を取り合った上で行われており、しかも、ステロイド薬が再発

予防に有効というデータはないから、これを減量したから同年６月の多発性

硬化症の再発を招いたとはいえない。

3 争点 3 （多発性硬化症再発の際に適切な治療を行わなかった過失の有無）( ) ( )

について

（原告の主張）

ア 上記 2アで主張したとおり、多発性硬化症は、三、四回と再発を繰り返( )

すと後遺症が残るようになるし、その場合には再発時の治療の適否によっ

て後遺症の程度が異なるから、担当医師としては、再発の兆候が患者に見

られた際には早期に発見して治療を開始する必要があった。

イ そして、原告については、平成６年６月１４日には手足の麻痺と言語障



7

害が増悪し、多発性硬化症の再発を疑われる徴候が認められていたのであ

るから、担当医師は、原告について速やかに入院の手続をとる必要があっ

た。

ウ しかしながら、担当医師は、原告について、同月１８日に至るまで多発

性硬化症が再発するのを防止する措置をとらなかった。

（被告の主張）

原告は、同年５月２７日時点では構音障害が認められたが全身状態は良好

であったし、同年６月１４日には構音障害がやや悪化し、手足の筋力が低下

したために頭部 検査が予定されたが、同日において緊急入院をすべきMRI

病態にはなかった。

したがって、原告について速やかに入院の手続をとる義務はない。

4 争点 4 （過失行為と権利侵害結果との間の因果関係の有無）について( ) ( )

（原告の主張）

ア 多発性硬化症は、重症の場合や再発を繰り返す場合には後遺症が残存す

る可能性があるから、急性期の症状を極力抑制する治療を行うべきであり

ながら、そのような治療を行わなかったのであるから、上記治療が行われ

ていれば、原告に重大な後遺症が残らなかった相当程度の可能性がある。

イ ステロイド薬の処方量を誤ったことに関しては、その減量が原因で再発

を招来したものであって、因果関係は肯定される。

（被告の主張）

ア 多発性硬化症の再発の機序は不明であり、しかも再発を防止できる方法

が発見されていない。しかも、再発率が６５ないし８５％などといわれて

いるように多発性硬化症は再発率が高い病気であるから、原告の主張する

診断ないし治療の過失があったとしても、それにより後遺症が残存したと

はいえない。

イ また、ステロイド薬については、それが再発予防に有効というデータは
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ないから、この点でも後遺症の残存との間に因果関係はない。

5 争点 5 （損害額）について( ) ( )

（原告の主張）

ア 積極損害

治療費等 ８４万４０００円( )ア

原告の症状が平成６年６月３０日に固定した後、被告から請求のあっ

た治療費の合計である。

将来の治療費 ３３０１万００２０円( )イ

被告病院から原告が転院した場合、１か月１５万円の治療費が必要に

なるものと見込まれるところ、平成１６年からの平均余命５１．１５年

の間は入院治療を要することからすれば、５１年のライプニッツ係数が

１８．３３８９であって、これに基づく中間利息控除を考慮に入れると、

１５万円×１２×１８．３３８９との計算式により、上記額となる（１

円未満切捨て 。）

付添看護費 ４３５０万９０４０円( )ウ

近親者によるものであって、１日６５００円かかるものとして算出す

ると、６５００×３６５×１８．３３８９との計算式により、上記額と

なる。

入院雑費 ３２０７万３８２５円( )エ

原告の症状固定日までは、平成５年１２月２６日から１８７日間入院

しているから、入院雑費を１日１５００円とすると、２８万０５００円

となる。

これに加え、平成６年７月１日から平均余命終了までについても入院

雑費がかかるから、平成６年当時１８歳の者の平均余命は５８．０７年

であることに鑑みると、３１７９万３３２５円となる。これらを合わせ

ると、３２０７万３８２５円となる。
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イ 消極損害

後遺症逸失利益 ５３４２万６０１４円( )ア

原告は、本件過失行為がなければ、年額２０２万５７００円（賃金セ

ンサス平成４年第一巻第一表産業計女子労働者新高卒１８ないし１９歳

の年収額である ）の収入が得られたはずであり、平成６年から原告が。

６４歳になるまで４５年間稼働できたと考えられる。

これを前提として、原告の症状固定日（平成６年６月３０日）から平

成１６年６月までは既に経過しているので、中間利息を控除せずに逸失

利益を算定すると、２０２５万７０００円となる。

また、平成１６年４月から原告が６４歳となる平成５１年までの計３

５年間については、これに対応するライプニッツ係数（１６．３７４

１）により中間利息を控除することを考慮に入れて逸失利益を算出する

と、２０２万５７００円×１６．３７４１との計算式により、３３１６

万９０１４円となる（１円未満切捨て 。）

これらを合わせると上記額となる。

慰謝料 ２８２２万００００円( )イ

原告の入院期間は平成５年１２月２４日から平成６年６月３０日に及

んだことから、これに対応する入院慰謝料は２２２万円である。

また、原告には後遺障害等級１級２号及び３号に相当する障害が残存

したものであり、これを前提とすれば、後遺症が残存したことによる慰

謝料は２６００万円である。

これらを合わせると上記額となる。

ウ 弁護士費用 １９１０万８２８９円

上記損害額合計の約１割は、弁護士費用として認められるべきである。

エ 合計 ２億１０１９万１１８８円

（被告の主張）
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否認する。

第３ 当裁判所の判断

事実認定１

前記第２の２の前提となる事実に加え、証拠及び弁論の全趣旨等によれば、

次の事実が認められる（認定の根拠となった証拠等を（）内に示す。直前に示

した証拠のページ番号を〔〕内に示す。以下同じ 。。）

1 被告病院への初診と診断等( )

ア 原告は、昭和５０年３月１６日生まれの女性であり、特に病歴や手術歴

はなかったが、平成５年１２月２４日（原告は満１８歳 、その二、三日）

前から意図しないで口元がゆがむようになり、顔面に麻痺が出る症状を自

覚したことから、被告病院耳鼻咽喉科を受診した （争いのない事実、乙。

Ａ１の１〔８ ）〕

イ 原告の診察を担当した医師は、原告は顔面神経麻痺であると診断し、原

告に対し、同日から同月２８日まで５日間、ソル・コーテフの点滴による

治療が必要なので通院をするよう指示し、その指示どおり同月２４日には

点滴治療が開始された （争いのない事実、乙Ａ１の１〔５、７ 、Ａ７２。 〕

〔２ ）〕

2 被告病院への入院及び入院中の経過( )

ア 原告は、翌２５日夜から構語障害、歩行障害及び右下肢の運動障害が現

れたことから、そのことを被告病院耳鼻科休日当番医に対して訴えた。同

医師は、その訴えを聞き、原告を診察したところ、原告に右不全麻痺が発

現している疑いがあったため、専門医の診察を受けさせる必要があると考

え、同病院脳神経外科当直医であったＣ医師に診察を依頼した。Ｃ医師が

原告を診察したところ、意識は清明で、眼振が見られず、瞳孔にも異常が

ないことから眼所見には異常がなく、三叉神経にも異常がなかった。他方、

顔面神経には中枢型の麻痺が見られ、右半身に麻痺が見られた。同医師は、
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原告の頭部 検査の結果、単発性の大脳基底核病変が見られたため、脳CT

血管障害（脳梗塞）を疑うとともに、年齢を考慮すると生活習慣病を基礎

疾患とする通常の脳血管障害としては典型的ではないため、脳血管撮影や

脳血流検査を予定した上、原告を入院させた。その際、原告の症状が進行

性で、脳浮腫も強かったことから、ステロイド投与を継続した （乙Ａ１。

の１〔９ 、Ａ１の２〔２、３ 、Ａ２〔１、９ 、Ａ７０〔２ 、Ａ７２〕 〕 〕 〕

〔２ 、弁論の全趣旨）〕

同月２７日には脳循環検査、翌２８日には頭部 検査が行われ、そMRI

の結果、神経放射線学的には脳梗塞であると判断された。他方、心臓エコ

ー検査及び心電図検査の結果によればいずれも異常がなかったことから、

MR原告の疾病が神経膠腫であることは否定できず、年明けに改めて頭部

検査を行って、フォローアップを行うことになった （乙Ａ２〔９、１I 。

０ ）〕

イ ところが、入院から１０日間が経過した平成６年１月１１日になっても

原告の全身の麻痺が進行するだけで、意識レベルや言語障害も改善せず、

何ら治療効果が見られなかった。被告病院脳神経外科の医師らは、カンフ

ァレンスを行い、その結果、脳血管障害の経過では原告の症状について説

明がつきにくく、悪性度の低い神経膠腫やリンパ腫などの腫瘍性病変、多

発性硬化症などを考慮に入れる必要があるが、鑑別診断をして治療方針を

決定するには生検が必要であると判断された。

上記期間中、同月３日、５日及び７日の各日において、Ｃ医師やＤ医師

（以下「Ｄ医師」という ）らは、原告の両親に対し、原告の病態は脳腫。

瘍である可能性が高いので、生検術によって組織を摘出し、病理診断する

ことが必要であるが、腫瘍を摘出すると症状が悪化する可能性が高いので、

生検後には放射線照射治療や化学療法を中心に治療を行うことになる旨を

説明していたが、同月１０日にも、Ｄ医師は、原告の両親に対し、脳腫瘍
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の治療を行う前提として鑑別診断をする必要があり、そのためには ガCT

イド脳定位術による生検術を行う必要があると改めて説明し、上記生検術

を原告に対して行うことについてＢからの同意を得た （乙Ａ２〔１１～。

１６、４３、１３８、１４１、１４２、１４６ 、Ａ７０〔２ 、原告後見〕 〕

人本人〔２、３ ）〕

ウ 平成６年１月１３日、 ガイド脳定位術により、原告の脳組織が摘出CT

された。その際、被告病院で行われた迅速病理組織検査によれば、悪性度

の低い神経膠腫、グリオーシス（脳の悪性腫瘍）及び脳梗塞のいずれかを

〕 〕）。疑う所見であった（乙Ａ２〔１６、４５、４６、４８ 、証人Ｅ〔１０

その後、同月１９日に上記脳組織に関する病理組織検査結果が判明したと

ころ、それによれば、上記脳組織が悪性度の低い視床神経膠腫が最も疑わ

れると診断された（乙Ａ２〔４９ 、証人Ｅ〔１０ 。もっとも、Ｄ医師〕 〕）

は、核分裂がみられ、細胞密度も高いことから、グレード （悪性度のIII

高い神経膠腫）ではないかと考えていた（乙Ａ２〔１８ 。これを受けて、〕）

脳神経外科においては、原告に対して、脳腫瘍に対する治療として、放射

線照射を施行することに決定し、そのことを原告の両親に対して説明した。

（争いのない事実、乙Ａ２〔１６、１８、１９、４８、４９、１６１ 、〕

Ａ７０〔２、３ ）〕

エ その後、同年２月４日まで約２３日間にわたって放射線治療がされた。

他方、同年２月３日、原告について 検査が施行された結果、多発性MRI

の病変をうかがわせる所見（ 強調画像）が大脳白質や脳橋ないし中脳T2

ADE領域に認められたことから、脳神経外科の医師は、多発性硬化症や

（急性散在性脳脊髄炎）等の変性疾患である可能性を疑い、神経病理医M

に上記脳組織の再検討を依頼するとともに、神経内科のＦ医師（以下「Ｆ

医師」という ）に原告の診察を依頼した （乙Ａ２〔２１～２３、３９、。 。

６２ 、Ａ２２～２７、Ａ７０〔３ 、証人Ｄ〔４、５ ）〕 〕 〕
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Ｆ医師は、同月５日に原告を診察し、多発性硬化症は否定できないが、

髄液検査結果を見てから考える必要があるとし（同検査は同月５日に施行

されたが（乙Ａ２〔５５、５７－１～３、５８、１８２ 、多発性硬化症〕）

か否か判定できなかった（同〔１８５ 、とりあえずステロイドを併用〕）。）

しても悪くなければステロイド薬プレドニン４０ の投与を開始してほmg

しい旨を回答した（乙Ａ１の３〔２、４ 。これを受けて、脳神経外科の〕）

医師は、同日から原告に対してプレドニンの点滴投与を開始し、それによ

り、まず構語障害が改善し、同月１２日以降には右下肢の麻痺の程度等の

改善がみられた （乙Ａ２〔２４、２５ 、Ａ７０〔３ 、証人Ｄ〔５ ）。 〕 〕 〕

被告病院の病理担当医は、標本が小さいために確定診断することはでき

ないが、視床神経膠腫であり、多発性硬化症も鑑別上問題となるが、多発

性硬化症は主として白質に生じ、視床の病変として発生することは考えに

くいと診断し、その旨を同月９日にＣ医師に対して報告した（乙Ａ２〔４

７ 。〕）

オ Ｃ医師は、同月１８日になって改めて原告の病態を評価したところ、原

告の右片麻痺及び上肢完全麻痺のうち右下肢について改善が見られ、つか

まり歩行が可能となったことから、放射線照射の効果というよりプレドニ

、ン治療の効果が現れているのではないかと考え、再度 検査を行ってMRI

放射線治療を継続するか否かを決めることとし、同月２１日には放射線治

療を中止した （乙Ａ２〔２６、２７ ）。 〕

カ 同月１７日には、プレドニンの投与方法が点滴投与から経口投与に改め

られ、同月２４日から処方された。同月２５日には、原告の病態には著変

がないが、徐々に状態が向上しており、しかも、同月２３日に行われた頭

部 検査の結果、脳幹病変が縮小し、大脳基底核病変も縮小したことMRI

を承けて、脳神経外科の医師は、再度、Ｆ医師に原告の診察を依頼した。

（乙Ａ２〔２５、２８、３５ 、証人Ｄ〔５ ）〕 〕
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Ｆ医師は、原告の 検査結果によれば変化が白質に限局しているこMRI

と、脳幹の変化がステロイド治療より消失していることなどから、原告は

広汎に出現した多発性硬化症であると診断した方が説明しやすい点が多い

ように思われると診断し、場合によっては内科への転科も含めて考えても

よいかと思われると回答した（乙Ａ１の３〔２ 、Ａ２〔２８ 、証人Ｄ〕 〕

〔５ 。〕）

同年３月１日、Ｃ医師は、原告の父親（Ｂ）及び原告の兄に対して、原

告の病状から多発性硬化症が疑われること、神経の病気であるのでステロ

イド治療を行うことなどを説明した（乙Ａ２〔１９９ 。〕）

キ その後、原告は、同年３月に入ってから外泊を３回、外出を１回それぞ

れすることが可能となり、さらに、同月３１日の診察結果によれば、原告

の意識は清明となり、右顔面神経麻痺が軽度にあるほか、右片麻痺（右手

右脚不全）が残存した状態であり、前日に行われた 検査上も、左大MRI

脳基底核付近の浮腫が明らかに改善し、瘢痕様の変化を残すのみとなり、

脳橋左側の病変もほとんど消えているなど、改善がみられた。プレドニン

の投与量についても、同月３日から１回３０ に、同月３１日には１回mg

２５ に順次変更された。そこで、同年４月２日、通院加療が可能となmg

ったと判断されたため、原告は、一度被告病院を退院し、治療及びリハビ

リのために通院することとなった （乙Ａ２〔３０～３３、３５、２０２。

～２１１、２２２－１～４ 、Ａ３６～４１）〕

3 原告の症状の再発とその後の経過( )

ア 原告は、被告病院を退院後、同病院神経内科を平成６年４月２２日、５

月６日にそれぞれ外来受診し、Ｆ医師の診察を受けたが、４月２２日の診

察時においてはゆっくりと動作は改善しており、５月６日の診察時におい

ては状態が安定していると判断された。また、同月２７日の外来受診時に

おいては、一般状態は良好であるが、構語障害が見られ、食欲が不振であ
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ると判断され、さらに同年６月１４日の外来受診時においては、構語障害

の程度が前回の受診時に比して悪化していると判断された。そこで、Ｆ医

師は、原告について頭部 検査を予約した （乙Ａ１の３〔７～９ ）MRI 。 〕

イ 原告は、同月１７日にも被告病院神経内科を外来受診したが、その際、

手足の痺れが増強していたことから、Ｆ医師は、翌１８日１５時５０分に

検査を実施することを確認し、かつ、同日の原告の入院を予約したMRI

（乙Ａ１の３〔１０ 。〕）

ウ 同月１８日、原告は頭部 検査を受けた。その結果、延髄に新たなMRI

病変が認められ、脳橋には病変の再発がないものの、白質に新たな病変が

認められ、原告の病変が拡大していることが認められたため、原告に多発

性硬化症が再発したものと診断され、神経内科に入院することとなった。

その際、原告に対するステロイド投与量が増量された （乙Ａ１の３〔１。

０ 、Ａ３〔１ 、Ａ５０～５３、Ａ７１〔４ ）〕 〕 〕

Ｆ医師は、原告の母親に対し、多発性硬化症が再燃したために原告の状

態が悪くなっており、同月１９日の脳 の結果によれば、それまでのMRI

病巣以外の部分にも多発性病巣ができていることを説明し、原告に対して

はステロイド投与量を増量し、入院中、経過観察をするとの方針を説明し

た （乙Ａ３〔１ ）。 〕

エ その後、約２か月間にわたり、原告に対してステロイドの大量投与がさ

れたが、原告は再発を繰り返し、同年６月２４日には気管内挿管がされて

人工呼吸器が設置され、同月２９日には気管切開が行われるなど一時は危

篤状態になったが、その後、危篤状態は脱した。他方、原告の麻痺は急激

に進行し、爾後、左手足と目の視界半分を除いて生活機能が全て失われた

状態となっており、気管切開がされたままで、開口不能で胃瘻から栄養を

摂取し、右手足不全麻痺（右片麻痺）が残存した状態にある。他方、意識

は清明であり、意思表示が可能であるとともに、字を書くことも可能な状
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態にある （乙Ａ３、Ａ７１〔４、５、８ ）。 〕

医学的知見関係２

証拠等によれば、次の医学的知見が認められる。

1 多発性硬化症の定義等( )

多発性硬化症（ ）は、中枢神経系の白質と視神経をmultiple sclerosis: MS

）、侵す慢性脱髄性の疾患で、神経系内に複数の病巣が見られ（空間的多発性

寛解と再発を繰り返す（時間的多発性）病態であって、その病因としては環

境因子、遺伝因子、自己免疫因子の関与が想定されているが、その詳細は不

明であり、主として若年成人が罹患する（甲Ｂ５〔５５８ 、乙Ｂ１〔１８〕

５４ 、Ｂ４〔２０４４ 。〕 〕）

多発性硬化症は、突発性の発症が１７．６％、急性の発症が４０．５％、

亜急性の発症が２６．７％であり、緩徐な発症を示すものは１５．１％と少

なく（２分の１ないし３分の２の症例において急性又は突発性であると指摘

する文献もある（乙Ｂ４〔２０４６ 、初発症状としては視力障害が３５．〕）。）

１％、運動麻痺が２２．３％、感覚障害が２０．３％であり、歩行障害、複

視、排尿障害などによる場合もある（乙Ｂ１〔１８５５ 、Ｂ４〔２０４〕

６ 。〕）

2 多発性硬化症の診断と経過、治療( )

ア 診断基準

次の３点が診断の際の主要項目である（厚生省特定疾患「免疫性神経疾

患」調査研究班による多発性硬化症診断基準。ただし、この基準は平成１

５年度に改定され、再発寛解型については大きな変更はないものの、世界

的に有名な の診断基準に準拠して一時性進行型を定義するなどMcDonald

の変更が行われている（乙Ｂ５〔１８１８ 。これら３点をすべて充た〕）。）

すものを「臨床的に診断確定」とし、３点を完全には充たさないが多発性

硬化症が強く考えられるものを「多発性硬化症の疑い」とする （甲Ｂ５。
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〔５５９ 、乙Ｂ１〔１８５６ 、Ｂ４〔２０４７ ）〕 〕 〕

中枢神経系に２つ以上の病巣がある（症状、身体所見及び検査所見を●

合わせて判断する ）。

症状の寛解及び再発がある（時間的多発性）●

他の疾患による神経症状を鑑別し得る●

イ 鑑別すべき疾患

多発性硬化症と鑑別すべき疾患としては、[1]脳血管障害（脳・脊髄梗

塞、硬膜動静脈奇形など 、[2]脳・脊髄腫瘍、[3]感染性疾患（脳膿瘍、）

ウイルス性脳炎、神経梅毒など 、[4]非感染性炎症性疾患（急性散在性脳）

脊髄炎、視神経炎など 、[5]代謝性疾患（ウェルニッケ脳症など 、[6]内） ）

科疾患に伴う神経障害（全身性エリテマトーデスなど 、[7]変性疾患（脊）

髄小脳変性症など 、[8]脊椎疾患（変形性頸椎症など 、[9]中毒性疾患） ）

（5- など 、[10]その他（脊髄空洞症）が挙げられる。そのうち、患FU ）

者に視力・視野障害がない場合には、脳血管障害、腫瘍性疾患、感染性疾

患、膠原病、中毒性疾患及び神経ベーチェット病・神経サルコイドーシス

との鑑別が問題となり、うち、腫瘍性疾患については、基本的には単一病

変が中心である腫瘍性疾患との鑑別は容易であるとされているものの、多

発性硬化症でも脳腫瘍と類似した巨大な病変が認められ、しばしば脳生検

にて診断される と呼ばれる病巣を呈することが知らtumefactive MS lesion

れているとの指摘がある （乙Ｂ５〔１８５６～１８５８ ）。 〕

ウ 経過及び予後

初期に数回の再発を示すが、ほぼ完全に寛解して良性の経過とたどるも

のが約１５ないし２０％、寛解再発を繰り返すか、または寛解が不十分で

次第に進行性の経過をたどるものが約６０％（全体の６５ないし８５％で

あるとの指摘もある 、慢性進行性の経過を示すものが約１５％である。。）

発症１５ないし２５年で約半数の症例が介助歩行を要するようになり、平
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均生存期間は２５ないし３５年とされ、死因の多くは併発感染症である。

（甲Ｂ５〔５５９ 、乙Ｂ１〔１８５６ 、Ｂ４〔２０４７、２０４８ ）〕 〕 〕

エ 治療

急性増悪期には副腎皮質ステロイド又は 製剤の投与により症状ACTH

の早期改善がみられるが、再発の予防はできない。再発の予防については、

免疫抑制薬の投与、血漿交換療法、免疫グロブリン静注療法などが試みら

れているが、確立された治療法はない。他方、欧米において、インターフ

ェロンβ、グラチラマーアセテート及びミトキサントロンなどが多発性硬

化症の再発回数を抑制する効果が明らかにされてきているとの指摘もある。

（甲Ｂ３、乙Ｂ１〔１８５６、１８５７ 、Ｂ４〔２０４８ ）〕 〕

また、従来、副腎皮質ステロイド剤、特にパルス療法は急性期を短縮す

る効果が認められていたが、長期的には再発率や障害度の進行に影響を与

えないとされ、通常は短期的な投与で中止されるとの指摘がある（ただし、

平成１６年１２月の文献による指摘である。乙Ｂ５〔１８１９ 。〕）

争点 1（多発性硬化症の診断が遅延した過失の有無）について３ ( )

1 ア 原告の平成５年１２月２６日当時の症状は、前記１ 1及び 2 アのとおり( ) ( ) ( )

運動障害、感覚障害に加え歩行障害であるところ、前記２において認定し

たとおり、多発性硬化症（以下「 」という ）の初発症状としてこれらMS 。

の症状が挙げられているから、原告の上記症状は、 の初発症状であるMS

と評価しても矛盾しないものということができる。

イ しかしながら、前記２において認定したとおり、平成５ないし６年当時

の の診断基準は、中枢神経系に２か所以上の病巣があり、症状の寛解MS

及び再発を繰り返すことのほか、他の疾患による神経症状を鑑別し得ると

の３点を基準として、上記３点を充たすと臨床的に診断が確定であるとさ

れ、上記３点を完全には充たさないが が強く疑われるものを「 のMS MS

疑い」とするとされていたのであり、医師としても、この基準に従って患
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者が か否かを診断すべきものであるところ、中枢神経系に２か所以上MS

の病巣があることを確認するには一般的には画像所見を得る必要があり、

他の複数の神経症状との鑑別診断をするには、一般に複数の検査を行う必

要があると考えられるし、症状の寛解及び再発を繰り返すとの基準を充た

すには、一定期間、患者の症状を経過観察する必要があるというべきであ

って、これらの基準は、それ自体として、初発症状のみならずその後の検

査結果及び患者の症状の推移を見なければ充たし得ないものとなっている。

ウ そうすると、平成５年１２月２６日及びその直後の時期においては、原

告には上記症状が認められたのみで、それ以前には上記のような症状が認

められていなかったのであって、これに反する証拠はないし、原告につい

ては未だ 検査等の検査が何ら行われていなかったのであるから、当MRI

時の原告の症状は上記基準をどれ１つとして充たし得なかったものであっ

て、この時点において、原告が であると医師は積極的には疑えなかっMS

たといわざるを得ない。そればかりか、前記１ 2ア及びエのとおり、原告( )

の病変は当初単発性であってかつ大脳基底核に存在し、その後平成６年２

月３日になって、 検査所見上、病巣が多発性であり、しかも白質にMRI

あることが確認され、この時点において神経内科のＦ医師に対して相談を

し、同医師からの指示に基づいてステロイド剤であるプレドニンを投与し

ているのである。そうすると、原告については、平成６年２月３日ないし

その直後の時期になって初めて上記 の診断基準に当てはまる症状の存MS

在が確認され、直ちに平成６年当時 の治療法として有効と考えられてMS

いたステロイド剤の投与が開始されたというべきで、他方でそれ以前の時

点において医師をして の疑いを生じさせるべき事情はなく、これに反MS

する証拠はない。したがって、原告が であるとの被告病院の担当医師MS

らによる診断が遅延したということはできない。

2ア 原告は、同人に生じた初発症状から も疑うべきで、 ・ 検査( ) MS MRI CT
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を施行し、そこで の疑いが強まれば脳脊髄液検査をすべきと主張するMS

が、 検査は平成５年１２月２６日、 検査は同月２８日にそれぞれCT MRI

行われているから、原告の主張する検査義務が仮にあったとしても、その

義務は履行されたというほかないし、上記において認定説示したとおり、

それらにおいて を疑うべき所見がなかった以上、さらに脳脊髄液検査MS

をすべき必要性は認められないから、原告の主張は採用できない。

イ また、原告（後見人）は、Ｆ医師が初診である平成６年２月５日の時点

で原告が であると指摘した以上、早期に正しい診断が可能であった旨MS

陳述する（甲Ａ５〔５、６ 。しかしながら、Ｆ医師の同月５日における〕）

診断は、同月３日に実施された 検査の結果を前提とするものであるMRI

ところ、それ以前においては原告の病態について判明していた情報量に差

があり、しかも、同月３日の 検査結果によって初めて原告の病巣がMRI

多発性であると確認できたことに照らせば、前記２の医学的知見を前提と

する限り、上記 検査結果は と積極的に疑うか否かを判断するのMRI MS

に決定的なものである。したがって、原告（後見人）の上記陳述は、この

点を看過し、前提となる事実の評価を誤ったものであって、到底採用でき

ないといわざるを得ない。

争点 2 （ステロイド剤の減量により多発性硬化症の再発を招いた過失の有４ ( )

無）について

1 原告は、原告に対するステロイド剤の投与量が早期に減少したことを捉え( )

て医師に過失があると主張しているところ、前記１ 2カ及びキにおいて認定( )

したとおり、原告対するステロイド剤の投与量は、平成６年２月２４日から

同年３月３１日にかけて段階的に減少されていたことが認められる。

しかしながら、前記２ 2エにおいて認定した医学的知見によれば、ステロ( )

イド剤によっては再発の予防はできないとされ、一般的には短期的投与にと

どまるものとされていることや、 の再発を予防するために確立した治療MS
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法がないとされていることに照らすと、ステロイド剤の投与量如何により

の再発の機序に何らかの変化がもたらされるとは認め難い。MS

そうすると、 の再発を予防するために、ステロイド剤の投与量を調節MS

すべき義務は認められないから、原告の上記過失の主張には理由がない。

2 この点に関しては、我が国の の事例においてはステロイド剤の減量に( ) MS

伴い が再発する例がしばしば見られており、その予防等のためにステロMS

イド剤の少量投与を長期にわたって行わざるを得ない場合も少なくない旨の

指摘があるが（乙Ｂ５〔１８１９ 、それらの再発がステロイド剤の減量に〕）

起因するものか否かについては、上記の医学的知見に照らすと不明といわざ

るを得ないし、Ｆ医師は、原告が平成６年４月２日に退院した後、各外来受

診日においてステロイド剤プレドニンを投与しており、同医師は上記指摘の

とおりステロイド剤の少量投与を継続しているものと評価すべきである。

争点 3（多発性硬化症再発の際に適切な治療を行わなかった過失の有無）に５ ( )

ついて

1 前記１ 3において認定したところによれば、原告が平成６年４月２日に退( ) ( )

院した後、同年５月６日の外来診察日までは症状が回復傾向にあったが、同

月２７日の外来診察日においては構語障害が、同年６月１４日の外来診察日

には構語障害の増悪が、同月１７日の外来診察日には手足の痺れがそれぞれ

認められているから、同年５月２７日以降、原告の身体状態は悪化傾向にあ

ったものと評価できる。そうすると、原告が同年４月２日まで により入MS

院していたこと、 が高い割合で再発するものであることを併せ考えれば、MS

同月１４日ないし１７日の時期においては、原告に が再発したのではなMS

いかとも考え得るところである。

しかしながら、神経症状は時期によって程度が変動するとされており（証

人Ｅ〔１８ 、これに反する証拠は見当たらない。このことに鑑みると、平〕）

成６年６月１４日までに判明した原告の症状の変化が時期による程度の変動



22

であれば入院加療の必要はないと考えられるから、原告の症状がその変動に

とどまるのか、 の再発であるかを鑑別して、入院の必要性の有無を判断MS

する必要があることになる。そうすると、同月１４日までに判明していた症

状だけでは入院の要否を鑑別できないものというべきであるから、上記時期

において原告を緊急入院させなければならない状況にあったとは認められな

いものといわざるを得ない。そして、Ｄ医師は、同日において原告の構語障

害の悪化を認めたことを承けて 検査を予約しているのであるから、同MRI

医師としては、上記の入院の必要性について鑑別するために必要な検査を行

っているものと評価すべきであって、この点においても、何ら、同医師に注

意義務に違反すると評価すべき点はない。

2 なお、仮に上記の点において医師に早期に入院をさせなかった注意義務違( )

反があったとして、この義務違反がなければ原告の入院は数日程度早まった

ものと認められる。しかしながら、 の６５ないし８０％は再発を繰り返MS

して症状が残っていくとの経過をたどるものであって、それが治療内容ない

し治療開始時期の適否と関係すると認めるに足りる知見がないこと、 はMS

治療しなくても症状が消えてしまうこともあり、再発の機序等も不明とされ

ていることに照らすと、数日程度入院の時期が早まったことによって原告の

予後が有意に変化したものとは認められないし、そうであった相当程度の可

能性も認めるに足りないものというべきであるから、この点においても、原

告の主張には理由がない。

結論６

以上によれば、原告の主張する過失はいずれも認められないから（争点 1な( )

いし 3 、その余の争点について判断するまでもなく、被告には原告に対する( )）

診療契約上の債務不履行責任及び不法行為上の責任は発生しない。したがって、

原告の請求には理由がないからいずれも棄却することとし、主文のとおり判決

する。
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